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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第48期

第１四半期
累計期間

第49期
第１四半期
累計期間

第48期

会計期間
自  平成26年４月１日
至  平成26年６月30日

自 平成27年４月１日
至 平成27年６月30日

自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日

売上高 (百万円) 5,763 5,781 30,280

経常利益 (百万円) 278 62 3,880

四半期(当期)純利益 (百万円) 166 123 2,496

持分法を適用した場合の
投資利益

(百万円) － － －

資本金 (百万円) 3,099 3,099 3,099

発行済株式総数 (株) 10,903,240 10,903,240 10,903,240

純資産額 (百万円) 26,804 28,755 28,911

総資産額 (百万円) 31,600 33,989 35,120

１株当たり四半期(当期)純利益金額 (円) 16.49 12.25 247.22

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) － － －

１株当たり配当額 (円) － － 55.00

自己資本比率 (％) 84.8 84.6 82.3
 

(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。

２ 持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社を有していないため記載しておりません。

３  潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。

４  当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移につい

ては記載しておりません。

 

２ 【事業の内容】

当第１四半期累計期間において、当社が営む事業の内容に重要な変更はありません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第１四半期累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資

者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリス

ク」についての重要な変更はありません。

 なお、重要事象等は存在しておりません。

 

２ 【経営上の重要な契約等】

当第１四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期会計期間の末日現在において当社が判断したものであります。

 

(1) 業績の状況

当第１四半期累計期間におけるわが国経済は、海外景気の下振れなど景気を下押しするリスクは存在するもの

の、原油価格の下落や企業収益・雇用環境の改善が消費の回復を後押しするなど、緩やかな回復基調で推移してき

ました。

このような状況にあって当社は、ものづくりの原点である品質第一を最重要テーマに掲げ、生産体制の整備を進

めてまいりました。また、営業案件一件当たりの製品カバー率を高めることにより、受注高の伸張に注力してまい

りました。

当第１四半期累計期間の経営成績につきましては、官公庁向けでは事務所・オフィスを中心に堅調に推移してお

り、民間向けでは事務所・オフィス、学校・体育施設が堅調に推移しております。品目別では、可動間仕切や移動

間仕切などが堅調に推移しております。

売上高全体としては57億81百万円となり、前年同四半期と比較して0.3％の増加となりました。受注残高におきま

しても、前年同四半期比4.1％の増加となっております。

利益面につきましては、継続した設備投資による効率化を進めた結果、売上総利益率は前年同四半期並みの

35.1％となりましたが、業容拡大を目的とする積極的な人材確保の推進により、販売部門の人件費等の固定費が増

加したため、他の四半期会計期間と比べ、需要が少ない傾向にある第１四半期累計期間では、販売費及び一般管理

費の増加を吸収しきれず、その結果、営業利益は55百万円（前年同四半期比77.1％減）、経常利益は62百万円（前

年同四半期比77.7％減）、四半期純利益は収用補償金１億64百万円を特別利益に計上したことにより１億23百万円

（前年同四半期比25.7％減）となりました。

なお、当第１四半期累計期間の品目別の売上高、受注高及び受注残高の状況につきましては、次のとおりであり

ます。
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(品目別売上高、受注高及び受注残高の状況)

(単位：百万円)

当第１四半期累計期間
(自 平成27年４月１日
至 平成27年６月30日)

 売上高 受注高 受注残高

品目 金額
前年同四
半期比
(％)

金額
前年同四
半期比
(％)

金額
前年同四
半期比
(％)

可動間仕切 2,002 103.2 2,241 93.0 1,943 92.3

固定間仕切 1,603 82.1 1,897 79.2 4,609 96.8

トイレブース 920 104.2 1,316 88.4 2,186 99.7

移動間仕切 841 121.5 1,347 103.6 2,822 122.0

ロー間仕切 167 115.8 154 98.9 70 94.1

その他 245 163.9 396 210.4 389 382.7

合計 5,781 100.3 7,353 92.6 12,022 104.1
 

(注) １  受注高及び受注残高の金額は、販売価格で表示しています。

２  その他の主なものは、既存間仕切の解体・移設組立であります。

３  上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

 

(2) 財政状態の分析

当第１四半期会計期間の末日における財政状態は、総資産は339億89百万円となり、前事業年度末と比較して11億

31百万円の減少となりました。

資産の部では、流動資産は200億48百万円となり、前事業年度末と比較して24億55百万円の減少となりました。こ

れは主に、受取手形及び売掛金21億81百万円、現金及び預金３億41百万円の減少によるものであります。固定資産

は139億40百万円となり、前事業年度末と比較して13億24百万円の増加となりました。これは主に、有形固定資産12

億60百万円の増加によるものであります。

負債の部では、流動負債は37億91百万円となり、前事業年度末と比較して９億41百万円の減少となりました。こ

れは主に、未払法人税等６億18百万円、買掛金５億47百万円、賞与引当金４億59百万円の減少と、流動負債「その

他」に含まれる未払金10億４百万円の増加によるものであります。固定負債は14億41百万円となり、前事業年度末

と比較して34百万円の減少となりました。

純資産の部では、純資産の総額は287億55百万円となり、前事業年度末と比較して１億55百万円の減少となりまし

た。これは四半期純利益１億23百万円の計上と、剰余金の配当３億２百万円による利益剰余金１億79百万円の減少

によるものであります。以上の結果、自己資本比率は84.6％となりました。

 

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期累計期間において、当社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生じた課題

はありません。

 

(4) 研究開発活動

当第１四半期累計期間の研究開発費の総額は87百万円であります。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 25,000,000

計 25,000,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
第１四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成27年６月30日)

提出日現在発行数
(株)

(平成27年８月10日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 10,903,240 同左
東京証券取引所
(市場第一部)

単元株式数は100株であり
ます。

計 10,903,240 同左 ― ―
 

 

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高

(百万円)

平成27年４月１日～
平成27年６月30日

― 10,903 ― 3,099 ― 3,031
 

 

(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(7) 【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の議決権の状況については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載する

ことができませんので、直前の基準日(平成27年３月31日)に基づく株主名簿により記載しております。

① 【発行済株式】

平成27年３月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
普通株式

805,600　
― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

10,090,400　
100,904　 ―

単元未満株式
普通株式

7,240　
― １単元(100株)未満の株式

発行済株式総数 10,903,240 ― ―

総株主の議決権 ― 100,904　 ―
 

(注) 当社所有の自己株式が、「完全議決権株式(自己株式等)」欄に805,600株、「単元未満株式」欄に60株含まれて

おります。

 

② 【自己株式等】

平成27年３月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式総数
に対する所有

株式数の割合(％)

小松ウオール工業㈱
石川県小松市工業団地１
丁目72番地

805,600 ― 805,600 7.39

計 ― 805,600 ― 805,600 7.39
 

 

２ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間における役員の異動はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１  四半期財務諸表の作成方法について

当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令第63

号。以下「四半期財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。

 

２  監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期会計期間(平成27年４月１日から平成27年

６月30日まで)及び第１四半期累計期間(平成27年４月１日から平成27年６月30日まで)に係る四半期財務諸表につい

て、有限責任監査法人トーマツにより四半期レビューを受けております。

 

３  四半期連結財務諸表について

当社は、子会社がありませんので、四半期連結財務諸表を作成しておりません。
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１ 【四半期財務諸表】

(1) 【四半期貸借対照表】

           (単位：百万円)

          
前事業年度

(平成27年３月31日)
当第１四半期会計期間
(平成27年６月30日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 10,536 10,195

  受取手形及び売掛金 10,002 7,820

  電子記録債権 942 887

  たな卸資産 494 625

  その他 541 529

  貸倒引当金 △12 △10

  流動資産合計 22,504 20,048

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物及び構築物 6,151 6,393

   機械装置及び運搬具 4,653 4,742

   土地 4,566 4,590

   その他 2,006 3,030

   減価償却累計額 △7,435 △7,554

   有形固定資産合計 9,941 11,201

  無形固定資産 345 379

  投資その他の資産   

   その他 2,360 2,385

   貸倒引当金 △30 △26

   投資その他の資産合計 2,329 2,359

  固定資産合計 12,616 13,940

 資産合計 35,120 33,989

負債の部   

 流動負債   

  買掛金 1,553 1,005

  未払法人税等 644 26

  賞与引当金 931 472

  その他 1,604 2,287

  流動負債合計 4,733 3,791

 固定負債   

  退職給付引当金 1,250 1,255

  役員退職慰労引当金 193 153

  その他 31 31

  固定負債合計 1,475 1,441

 負債合計 6,209 5,233
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           (単位：百万円)

          
前事業年度

(平成27年３月31日)
当第１四半期会計期間
(平成27年６月30日)

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 3,099 3,099

  資本剰余金 3,031 3,031

  利益剰余金 23,535 23,356

  自己株式 △842 △842

  株主資本合計 28,824 28,645

 評価・換算差額等   

  その他有価証券評価差額金 86 110

  評価・換算差額等合計 86 110

 純資産合計 28,911 28,755

負債純資産合計 35,120 33,989
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(2) 【四半期損益計算書】

【第１四半期累計期間】

           (単位：百万円)

          前第１四半期累計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年６月30日)

当第１四半期累計期間
(自　平成27年４月１日
　至　平成27年６月30日)

売上高 5,763 5,781

売上原価 3,736 3,753

売上総利益 2,027 2,027

販売費及び一般管理費 1,786 1,971

営業利益 240 55

営業外収益   

 受取利息 1 1

 受取配当金 4 5

 受取保険金 30 －

 受取家賃 5 5

 その他 2 1

 営業外収益合計 44 13

営業外費用   

 売上割引 6 6

 その他 － 0

 営業外費用合計 6 6

経常利益 278 62

特別利益   

 固定資産売却益 2 0

 収用補償金 － 164

 特別利益合計 2 164

特別損失   

 固定資産除売却損 1 12

 特別損失合計 1 12

税引前四半期純利益 279 213

法人税、住民税及び事業税 11 19

法人税等調整額 101 70

法人税等合計 113 90

四半期純利益 166 123
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【注記事項】

(会計方針の変更等)

当第１四半期累計期間(自 平成27年４月１日 至 平成27年６月30日)

  該当事項はありません。

 

(四半期財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理)

当第１四半期累計期間(自 平成27年４月１日 至 平成27年６月30日)

  該当事項はありません。

 

(四半期貸借対照表関係)

前事業年度(平成27年３月31日)及び当第１四半期会計期間(平成27年６月30日)

 該当事項はありません。

 

(四半期損益計算書関係)

前第１四半期累計期間(自 平成26年４月１日 至 平成26年６月30日)及び当第１四半期累計期間(自 平成27年

４月１日 至 平成27年６月30日)

 該当事項はありません。

 

(四半期キャッシュ・フロー計算書関係)

当第１四半期累計期間に係る四半期キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半期累計期

間に係る減価償却費(無形固定資産に係る償却費を含む。)は、次のとおりであります。

 
前第１四半期累計期間
(自 平成26年４月１日
至 平成26年６月30日)

 
当第１四半期累計期間
(自 平成27年４月１日
至 平成27年６月30日)

減価償却費 154百万円   173百万円
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(株主資本等関係)

前第１四半期累計期間(自 平成26年４月１日 至 平成26年６月30日)

  (1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年６月25日
定時株主総会

普通株式 302 30.00 平成26年３月31日 平成26年６月26日 利益剰余金
 

　

(2) 基準日が当第１四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期会計期間末後となるも

の

      該当事項はありません。

 

当第１四半期累計期間(自 平成27年４月１日 至 平成27年６月30日)

  (1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年６月25日
定時株主総会

普通株式 302 30.00 平成27年３月31日 平成27年６月26日 利益剰余金
 

 

(2) 基準日が当第１四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期会計期間末後となるも

の

      該当事項はありません。

 

(金融商品関係)

四半期財務諸表等規則第10条の２の規定に基づき、注記を省略しております。

 

(有価証券関係)

四半期財務諸表等規則第10条の２の規定に基づき、注記を省略しております。

 

(デリバティブ取引関係)

四半期財務諸表等規則第10条の２の規定に基づき、注記を省略しております。

 

(持分法損益等)

前第１四半期累計期間(自 平成26年４月１日 至 平成26年６月30日)及び当第１四半期累計期間(自 平成27年

４月１日 至 平成27年６月30日)

当社は、関連会社を有していないため、該当事項はありません。

 

(企業結合等関係)

該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

前第１四半期累計期間(自 平成26年４月１日 至 平成26年６月30日)

当社は、間仕切製品の製造、販売及び施工並びにこれら付帯業務の単一セグメントであるため、記載を省略してお

ります。

　

当第１四半期累計期間(自 平成27年４月１日 至 平成27年６月30日)

当社は、間仕切製品の製造、販売及び施工並びにこれら付帯業務の単一セグメントであるため、記載を省略してお

ります。

 

(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 

項目
前第１四半期累計期間

(自 平成26年４月１日
至 平成26年６月30日)

当第１四半期累計期間
(自 平成27年４月１日
至 平成27年６月30日)

１株当たり四半期純利益金額(円) 16.49 12.25

(算定上の基礎)   

四半期純利益金額(百万円) 166 123

普通株主に帰属しない金額(百万円) － －

普通株式に係る四半期純利益金額(百万円) 166 123

普通株式の期中平均株式数(株) 10,097,650 10,097,580
 

(注)  潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。
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(重要な後発事象)

自己株式の取得及び自己株式の公開買付け

当社は、平成27年７月30日開催の取締役会において、会社法第165条第３項の規定により読み替えて適用される

同法第156条第１項及び当社定款の規定に基づき、自己株式の取得及びその具体的な取得方法として自己株式の公

開買付けを行うことを決議いたしました。

 

１．買付け等の目的

当社の筆頭株主である株式会社加納アネシス及び第四位株主である有限会社マルヨより、その保有する当社

普通株式の一部を売却する意向がある旨の連絡を受けたため、一時的にまとまった数量の株式が市場に放出さ

れることによる当社普通株式の流動性及び市場価格に与える影響、並びに当社の財務状況等を総合的に鑑み、

当該株式を自己株式として取得することについての具体的な検討を行いました。

その結果、当社が当該株式を自己株式として取得することは、当社の１株当たり当期純利益（ＥＰＳ）の向

上や自己資本当期純利益率（ＲＯＥ）等の資本効率の向上に寄与し、株主に対する利益還元に繋がること、ま

た、かかる自己株式の取得を行った場合においても、当社の財務状態や配当方針に大きな影響を与えないこと

等を総合的に勘案し、かかる自己株式の取得が当社の利益配分に関する基本方針に合致すると判断いたしまし

た。

自己株式の具体的な取得方法につきましては、株主間の平等性及び取引の透明性の観点から検討を重ねた結

果、公開買付けの手法が適切であると判断いたしました。

 

２．自己株式の取得に関する取締役会決議の内容

取得する株式の種類                         当社普通株式

取得する株式の総数                         1,000,100株（上限）

株式の取得価額の総額　　　　　　　　　　　 2,100,210,000円（上限）

取得する期間                               平成27年7月31日から平成27年９月30日まで

 

３．公開買付けの概要

買付け等を行う上場株券等に係る株式の種類　　当社普通株式

買付け等の期間                             平成27年７月31日から平成27年８月27日まで（20営業日）

買付け等の価格                             １株につき　金2,100円

買付け予定の上場株券等の数                 1,000,000株

決済の開始日　　　　　　　　　　　　　　　　平成27年９月24日
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２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

 

 
平成27年８月７日

 

小松ウオール工業株式会社

取締役会  御中
 

 

有限責任監査法人トーマツ  
 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 

 
公認会計士     陸　　田　　雅　　彦    ㊞

 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 

 
公認会計士     髙   村   藤   貴    ㊞

 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている小松ウオール工

業株式会社の平成27年４月１日から平成28年３月31日までの第49期事業年度の第１四半期会計期間(平成27年４月１日か

ら平成27年６月30日まで)及び第１四半期累計期間(平成27年４月１日から平成27年６月30日まで)に係る四半期財務諸

表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半期財務諸表

を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期財務諸表を作成し適

正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期財務諸表に対する結

論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、小松ウオール工業株式会社の平成27年６月30日現在の財政状態及び同日を

もって終了する第１四半期累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において

認められなかった。

 

強調事項

重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成27年７月30日開催の取締役会において、自己株式の取得を行う

ことを決議し、平成27年７月31日から自己株式の公開買付けを実施している。

当該事項は、当監査法人の結論に影響を及ぼすものではない。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上

 
(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。
２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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